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森林生態系、林業分野における気候変動
影響予測および適応策の動向
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中尾 勝洋



背景: 森林, 林業は時間がかかる

成長には40~50年を要する 生態系サービスを発揮するにも
時間を要する

Yamaura et al. 2021より



NHK首都圏ネットワーク Webより

・伐採期に達する森林 

・植え替えの加速化 

・適応策以外の課題が山積 
 　海外に比べてかなりの遅れ 


・いつまでに”何”をすべきか 
    “何” = 計画見直し, 育種, 植え替え

林野庁森林資源の現況より

背景: 進む高齢級化と蓄積、植え替え



欧米ではガイドラインの作成も積極的

適応策の現状と動向: 各国の動き

USDA Forest Service



具体的な適応策提案には課題も多い



成果: S18 スギ人工林域の炭素吸収量の将来予測

再造林シナリオごとのスギ面積割合

• 4つの再造林シナリオ 
•炭素吸収量は減少: 面積減と高齢級化 
• "若返りシナリオ"が最適だが他の生態
系サービスや人口動態の影響を考慮す
る必要性あり 

2050年の炭素吸収 
(SSp1-2.6)

Toriyama et al. accepted

スギ再造林シナリオ



対策を2050年以降から開始

• 3つのセクターを統合した適応策評価 
•適応策シナリオごとの効果を評価 
•十分な低減効果を得られない、かつ
効果の不確実性が高まる

成果: S18 炭素蓄積/土砂災害/多様性

Nakao et al. (2024)



まとめと課題

•影響予測に関する研究は進展、統合解析が必要. 
•緩和策に関する議論が先行し、適応策の議論が不十分 
•欧米はかなり先行. 
•現場で認識にも温度差 
•グリーンインフラ、NbAなど分野横断な検討が不可欠



補足. 国内の現状と課題; モニタリング-モデル-適応策

佐賀県 樫原湿原での事例 
環境省 適応コンソーシアム事業 より

モニタリング(影響監視)-モデリング(影響予測)-適応策の一体的な運用


